
第５期第７回横浜市子ども・子育て会議〔放課後部会〕 

 

日時：令和４年９月 22日（木） 

18時 30分～19時 30分 

場所：市庁舎 18階 みなと６・７ 
 
 

議事次第 
 
 

１ 開会 

 

２ 青少年部長あいさつ 

 

３ 委員自己紹介 

 

４ 事務局紹介 

 

５ 議事 

  横浜市子ども・子育て支援事業計画の中間見直しについて 

 

６ 報告事項 

  横浜市放課後児童健全育成事業の質の向上に向けた見直しの状況 

 

７ 閉会 

 
〔配付資料〕 

資料１   横浜市子ども・子育て会議放課後部会 委員名簿 

資料２   横浜市子ども・子育て会議放課後部会 事務局名簿 

資料３   横浜市子ども・子育て会議条例 

資料４   横浜市子ども・子育て会議運営要綱 

資料５-１  横浜市子ども・子育て支援事業計画における地域子ども・子育て支援事業に関

する「量の見込み」及び「確保方策」の中間見直しについて 

資料５-２  量の見込み・確保方策の算出シート 

資料６   横浜市放課後児童健全育成事業の質の向上に向けた見直しの状況 

 



資料１

所　属　・　役　職　等 備　考

1 横浜市ＰＴＡ連絡協議会　副会長 青柳 寛子
あ お や ぎ ひ ろ こ

2 文教大学人間科学部　准教授 ○ 青山
あおやま

　鉄兵
てっぺい

3 千葉敬愛短期大学　学長 ◎ 明石
あ か し

　要一
よ う いち

4 市民委員 池田
いけだ

　浩久
ひろひさ

5 横浜市青少年指導員連絡協議会　委員 辺見
へんみ

　伸一
しんいち

6
横浜市民生委員児童委員協議会
栄区主任児童委員連絡会  代表 宮崎

みやざき

　良子
り ょ う こ

7 横浜市小学校長会　副会長 角井
つ の い

　治朗
じ ろ う

臨時委員

8 横浜市子ども会連絡協議会　会長 松本　豊
まつもと ゆたか

臨時委員

9 横浜障害児を守る連絡協議会　副会長 宮永
みやなが

　千恵子
ち え こ

臨時委員

※任期は令和４年10月31日まで

横浜市子ども・子育て会議　放課後部会 委員名簿

委　　員

◎：部会長　　○：職務代理者
【敬称略　50音順（委員及び臨時委員ごと）】

平成27年４月現在



資料２

所 属 氏 名

放課後児童育成課担当係長

放課後児童育成課担当係長

遠 藤 寛 子

こども青少年局

企画調整課長

企画調整課担当係長

横浜市子ども・子育て会議　放課後部会　事務局名簿

南 雲 純 子放課後児童育成課担当係長

生 野 元 康

金 原 宗 武

唐 澤 英 和

山 田 英 二

田 口 香 苗

放課後児童育成課長

青少年部長

放課後児童育成課担当係長

永 松 弘 至



（平成 27 年４月１日施行版） 
横浜市子ども・子育て会議条例 

(設置) 

第１条 子ども・子育て支援法(平成 24 年法律第 65 号。以下「支援法」という。)第 77 条

第１項、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成 18 年法律第 77 号。以下「認定こども園法」という。）第 25 条等の規定に基づき、横

浜市子ども・子育て会議(以下「子育て会議」という。)を置く。 

(所掌事務) 

第２条 子育て会議は、次に掲げる事務を行うものとする。 

(1) 支援法第 77 条第１項各号に掲げる事務を処理すること。

(2) 認定こども園法第 17 条第３項、第 21 条第２項及び第 22 条第２項並びに横浜市幼保

連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準に関する条例（平成 26

年９月横浜市条例第 46 号）第４条の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議

すること。

(3) その他支援法第６条第１項に規定する子ども等に係る施策に関し市長が必要と認め

る事項を調査審議すること。

２ 支援法第 61 条第１項の規定に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画は、次世代育

成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号）第８条第１項の規定に基づく市町村行動計

画と一体のものとして策定し、及び評価するため、子育て会議は、当該市町村行動計画

の策定及び当該市町村行動計画の実施状況に係る評価についての調査審議を併せて行う

ものとする。 

(組織) 

第３条 子育て会議は、委員 20 人以内をもって組織する。 

２ 委員は、支援法第 7 条第１項に規定する子ども・子育て支援に関し学識経験のある者

その他市長が必要と認める者のうちから、市長が任命する。 

(委員の任期) 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

(臨時委員) 

第５条 市長は、子育て会議に特別の事項を調査審議させるため必要があると認めるとき

は、臨時委員若干人を置くことができる。 

２ 臨時委員は、市長が必要と認める者のうちから市長が任命する。 

３ 臨時委員の任期は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときまでとする。 

(委員長及び副委員長) 

第６条 子育て会議に委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によって定める。 

３ 委員長は、子育て会議を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

(会議) 

第７条 子育て会議の会議は、委員長が招集する。ただし、委員長及び副委員長が選出さ

れていないときは、市長が行う。 

２ 子育て会議は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 
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（平成 27 年４月１日施行版） 

３ 子育て会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員

長の決するところによる。 

(部会) 

第８条 子育て会議に、部会を置くことができる。 

２ 部会は、委員長が指名する委員又は臨時委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、委員長が指名する。 

４ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、委員長の指名する部会の委員

が、その職務を代理する。 

５ 第６条第３項の規定は部会長の職務について、前条(第１項ただし書を除く。)の規定

は部会の会議について、それぞれ準用する。この場合において、第６条第３項並びに前

条第１項本文及び第３項中「委員長」とあるのは「部会長」と、第６条第３項及び前条

中「子育て会議」とあるのは「部会」と、同条第２項及び第３項中「委員」とあるのは

「部会の委員」と読み替えるものとする。 

(関係者の出席等) 

第９条 委員長又は部会長は、それぞれ子育て会議又は部会において必要があると認める

ときは、関係者の出席を求めてその意見若しくは説明を聴き、又は関係者から必要な資

料の提出を求めることができる。 

(庶務) 

第 10 条 子育て会議の庶務は、こども青少年局において処理する。 

(委任) 

第 11 条 この条例に定めるもののほか、子育て会議の運営に関し必要な事項は、委員長が

子育て会議に諮って定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

 （委員の任期の特例） 

２ 第３条第２項の規定により平成 27 年４月１日に任命される委員の任期は、第４条第１

項本文の規定にかかわらず、同日から平成 28 年 10 月 31 日までとする。 

附 則（平成 26 年９月条例第 59 号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正す

る法律（平成24年法律第66号）の施行の日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行す

る。

（準備行為）

２ 横浜市子ども・子育て会議条例第１条に規定する子育て会議は、この条例の施行の日前においても、就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律による改正

後の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）

第17条第３項の規定によりその権限に属させられる事項について、この条例による改正後の横浜市子ど

も・子育て会議条例の規定の例により、調査審議することができる。

附 則（平成 27 年２月条例第 12 号） 

（施行期日） 

１ この条例は、子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）の施行の日から施行する。ただし、附則

を附則第１項とし、同項に見出しを付し、附則に１項を加える改正規定は、平成 27年４月１日から施行す

る。 

http://www.city.yokohama.jp/me/reiki/honbun/g2021734001.html#j6_k3
http://www.city.yokohama.jp/me/reiki/honbun/g2021734001.html#j6_k3


横浜市子ども・子育て会議運営要綱 

制定 平成 27 年３月５日 こ企第1019号（局長決裁） 
最近改正 平成 30 年８月１日 こ企第1 4 2号（局長決裁） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、横浜市子ども・子育て会議条例（平成 25 年３月横浜市条例第

18号。以下「条例」という。）に基づき設置される、横浜市子ども・子育て会議（以

下「子育て会議」という。）の組織、運営その他必要な事項について定めるものと

する。 

 （部会） 

第２条 子育て会議は、条例第８条に基づき次の左欄に掲げる部会を置き、右欄に掲

げる事項を調査審議する。 

部会の名称 調査審議事項 

子育て部会 １ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること（条

例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

保育・教育部

会 

１ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること（条

例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

２ 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の確認及び利用定員

の設定に関すること（条例第２条第１項第１号関係） 

３ 幼保連携型認定こども園の認可等に関すること（条例第２条第１

項第２号関係） 

４ 幼保連携型認定こども園の整備費補助対象の審査に関すること

（条例第２条第１項第３号関係） 

５ 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定に関するこ

と（条例第２条第１項第３号関係） 

６ 幼稚園・認定こども園預かり保育事業の認定先の審査に関するこ

と（条例第２条第１項第３号関係） 

７ 幼稚園２歳児受入れ推進事業実施園の審査に関すること（条例第

２条第１項第３号関係） 

８ 子ども・子育て支援法に係る支給認定、利用者負担額等に関する

こと（条例第２条第１項第３号関係） 

放課後部会 １ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること（条

例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

青少年部会 １ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること（条

例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

２ 部会は、必要に応じ部会長が招集する。 

３ 保育・教育部会における次の事項の決定は、子育て会議の決定とみなす。ただし、

次回の子育て会議に報告しなければならない。 

(1) 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用定員の設定に関すること（条

例第２条第１項第１号関係）

(2) 幼保連携型認定こども園の認可等に関すること（条例第２条第１項第２号関係）

(3) 幼保連携型認定こども園の整備費補助対象の審査に関すること（条例第２条第１

資料４
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項第３号関係） 

(4) 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定に関すること（条例第２条第

１項第３号関係）

(5) 幼稚園・認定こども園預かり保育事業の認定先の審査に関すること（条例第２条

第１項第３号関係）

(6) 幼稚園２歳児受け入れ推進事業実施園の審査に関すること（条例第２条第１項第

３号関係）

（委員長又は部会長の専決事項） 

第３条 委員長は、軽易又は急施を要する事項で、子育て会議を招集する暇がないと

きは、これを専決できる。ただし、次の子育て会議に報告しなければならない。 

２ 第１項の規定は、第２条第３項について、部会長に準用する。この場合において、

第１項中「委員長」とあるのは「部会長」と、第１項中「子育て会議」とあるのは

「部会の会議」と読み替えるものとする。 

（会議の公開） 

第４条 横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成12年２月横浜市条例第１

号）第31条の規定により、子育て会議（部会の会議を含む。）については、一般に

公開するものとする。ただし、委員の承諾があれば、会議の一部又は全部を非公開

とすることができる。 

（意見の聴取等） 

第５条 委員長は、子育て会議の運営上必要があると認めるときは、関係者の出席を

求め、その意見又は説明を聴くほか、資料の提出その他必要な協力を求めることが

できる。 

２ 第１項の規定は、部会長に準用する。この場合において、第１項中「委員長」と

あるのは「部会長」と、第１項中「子育て会議」とあるのは「部会の会議」と読み

替えるものとする。 

（守秘義務） 

第６条 委員及び臨時委員は、職務上知り得た秘密をもらしてはならない。その身分

を失った後も同様とする。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、運営に必要な事項は、委員長が子育て会議に

諮って定める。 

  附 則 

この要綱は、平成 27年４月１日から施行する。 

附 則

この要綱は、平成 28 年 11 月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 30 年８月１日から施行する。  



１ 

 

横浜市子ども・子育て支援事業計画における地域子ども・子育て支援事業に関する 

「量の見込み」及び「確保方策」等の中間見直しについて 

 

 

１ 地域子ども・子育て支援事業に関する「量の見込み」及び「確保方策」の中間見直しについて 

横浜市子ども・子育て支援事業計画（第２期計画期間：令和２～６年度、以下「事業計画」と

いう。）では、保育・教育及び地域子ども・子育て支援事業に関する「量の見込み」（利用に関す

るニーズ量）及び「確保方策」（量の見込みに対応する整備量と実施時期）を定めており、計画

期間の中間年を目安に見直すこととしています。 

今年度は、事業計画の中間年に該当し、各年度の計画を年度末（３月31日）で設定している地

域子ども・子育て支援事業について、令和５年度・６年度の２年分の「量の見込み」及び「確保

方策」の見直しを行います 

  なお、保育・教育については、計画値を年度当初（４月１日）に設定しているため、昨年度に

見直しを行いました。 

 

２ 中間見直しの流れ 

  令和４年９月～10月  部会において「量の見込み」及び「確保方策」等の審議 

      11月     総会において「量の見込み」及び「確保方策」等の審議 

  令和５年３月     「量の見込み・確保方策」（神奈川県との協議を経て）最終確定 

 

３ 地域子ども・子育て支援事業に関する「量の見込み」の中間見直しについて 

（１）中間見直しの考え方 

   見直しにあたって、国から「第二期市町村子ども・子育て支援事業計画等に関する中間年の

見直しのための考え方」が示されており、地域子ども・子育て支援事業は必要に応じて見直す

こととなっています。 

   そのため、本市では、地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」の算定式のうち、推計

児童数、及びその他の数値について、各事業の状況に応じた見直しを行います。 

 

【参考】当初計画における「量の見込み」の算出方法 

事業計画では、国から示されている全国一律の参酌基準に基づき、「量の見込み」を算出し

ています。基本的な算出方法は、以下のとおりです。※各事業により算出方法は異なる 

〇対象となる推計児童数に、計画策定時の市民ニーズ調査により求めた各事業のニーズ割

合を乗じた値を計画の最終年度（令和６年度）の「量の見込み」として設定 

〇各年度の「量の見込み」については、平成 30年度の実績値を起点として、最終年度に向

けて平均的に増加（または減少）するものとして設定 

 

        量の見込み ＝ 推計児童数 × ニーズ割合  
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（２）見直し方法  

見直しについては、次の２段階で行います。各事業の見直し内容については、「別紙」のとお

りです。 

【ステップ１】推計児童数の更新 

量の見込みの算定式における推計児童数の数値を、昨年度に保育・教育の中間見直しで補正

した推計児童数に更新します。 

【ステップ２】計画値と実績の乖離を踏まえた見直し 

計画値と実績値に大きな乖離が生じている場合には、その要因等を分析したうえで、当該事

業にかかるこれまでの点検・評価の結果等も十分に踏まえ、算定式に使用する数値の更新や算

定式の自体の見直しを行います。 

 

４ 地域子ども・子育て支援事業に関する「確保方策」の中間見直しについて 

（１）基本的考え方 

子育て家庭の子育てに対する不安感・負担感の軽減、児童虐待防止対策、学齢期の留守家庭

児童への対応、保護者の就労や病気などによる保育ニーズへの対応等を推進するため、引き続

き、全ての子ども・子育て家庭への支援を総合的に進める必要があります。 

そのため、「量の見込み」の見直しに伴い、「確保方策」の見直しにあたっては、全ての事業

において計画最終年度（令和６年度）の「量の見込み」に対応するよう設定します。 

 

（２）「確保方策」の中間見直し（案） 

上記(1)に基づく、各事業の「確保方策」の中間見直しについては「別紙」のとおりです。 
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【参考１】地域子ども・子育て支援事業 

子ども・子育て支援法上の事業区分 本市事業 

１ 妊婦に対して健康診査を実施する事業 ○妊婦健康診査事業 

２ 乳児家庭全戸訪問事業 ○こんにちは赤ちゃん訪問事業 

３ 子育て短期支援事業 ○ショートステイ、トワイライトステイ 

○母子生活支援施設緊急一時保護事業 

４ 養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域

協議会その他の者による要保護児童等に対す

る支援に資する事業 

○育児支援家庭訪問事業 

○養育支援家庭訪問事業 

○要保護児童対策地域協議会 

５ 病児保育事業 ○病児保育事業 

６ 利用者支援に関する事業 ○横浜子育てパートナー 

○保育・教育コンシェルジュ 

○母子保健コーディネーター 

７ 時間外保育事業 ○延長保育事業（夕延長） 

８ 放課後児童健全育成事業 ○放課後キッズクラブ（一部） 

○放課後児童クラブ 

９ 地域子育て支援拠点事業 ○地域子育て支援拠点 

○親と子のつどいの広場 

○保育所子育てひろば、幼稚園はまっ子広場等 

10 一時預かり事業 

  子育て援助活動支援事業 

○幼稚園での預かり保育 

○保育所での一時保育 

○横浜保育室での一時保育 

○乳幼児一時預かり 

○親と子のつどいの広場での一時預かり 

○横浜子育てサポートシステム 

○24 時間型緊急一時保育 

○休日一時保育 

 

 

【参考２】保育・教育に関する中間見直しで補正した推計児童数          （単位：人） 

 

 



■地域子ども・子育て支援事業にかかる「量の見込み」の中間見直し案

当初計画 実績 乖離

当初計画 29,494 30,563

見直し(案) 34,669 34,998

■地域子ども・子育て支援事業にかかる「確保方策」の中間見直し案

「量の見込み」

Ｒ６年度Ｒ５年度

【算出式】
利用する可能性のある児童数×実際に利用すると見込まれる割合
【見直し方法】
●利用する可能性のある児童数：昨年度補正した推計児童数や学年進行に伴う変動率の実績を踏ま
えて補正
●実際に利用すると見込まれる割合：放課後キッズクラブの利用区分の見直しに伴い、「親が17時
までに帰宅する割合」を「親が16時までに帰宅する割合」に変更し補正

○

事業名 本市事業 単位
量の見込み
Ｒ３年度

見直しの
有無

算出式、見直し方法

放課後児童健全育成事業 24.41%34,01027,338登録児童数（人）
放課後キッズクラブ（一部）
放課後児童クラブ

別紙

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

当初計画 26,260 27,338 28,416 29,494 30,563

見直し(案) ― ― ― 37,401 37,756

当初計画どおり、引き続き「放課後キッズクラブ」と「放
課後児童クラブ」の２事業で確保する。

見直しの
有無

確保方策
考え方事業名 本市事業 単位

放課後児童健全育成事
業

○定員数（人）
放課後キッズクラブ（一部）
放課後児童クラブ



資料５-２

1 / 8 ページ



2 / 8 ページ



3 / 8 ページ



4 / 8 ページ



5 / 8 ページ



6 / 8 ページ



7 / 8 ページ



8 / 8 ページ



横浜市放課後児童健全育成事業の
質の向上に向けた見直しの状況

令和４年９月22日 子ども・子育て会議 放課後部会

1

資料６



内容

１ ３年度の検討経過

２ 主な見直しの取り組み状況

３ 今後の取り組み

４ 横浜市中期計画2022～2025（素案）
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１ ３年度の検討経過

２つの検討会（懇談会）を各３回実施し、放課後部会にもご意見をいただきながら４年度に
向けた検討を進めました。

4年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

子
育
て
会
議

子
ど
も
・

放
課
後
部
会

その他

3年度

検
討
会

検討の方

向性、ア

ンケート

実施につ

いて報告

9/16

アンケー

ト結果の

共有

・具体的

取組事

項

12/9

まとめ

報告

2/15

２事業

検討会

９/９

２事業

検討会

11/4

利用者・運

営法人アン

ケート

9月～10月

キッズ

検討会

８/30

２事業

検討会

1/21

キッズ

検討会

10/28

キッズ

検討会

12/6

【報告】

キッズ法人

連絡会

２月7,8日

児童クラブ

説明会

２月９日以

降

ス
タ
ー
ト

検討会の実施

公募委員の

選考



【参考】検討会（懇談会）について

4

検討事項 事業 委員

２
事
業

・放課後児童育成施策の推進にあたっての基本的な
考え方の改訂
・人材育成、人材確保策の強化
・地域立ち上げ法人、運営委員会形式クラブの支援
・事務の効率化 等

キッズクラブ
児童クラブ

放課後部会委員
キッズクラブ関係者
児童クラブ関係者
市職員

キ
ッ
ズ

・生活の場、遊びの場の充実
・プログラムの考え方の整理
・高学年の居場所の検討
・保護者の参画の検討
・その他ニーズの検討

キッズクラブ

放課後部会委員
キッズクラブ関係者
市職員
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（1）人材育成

一層の人材育成の支援に取り組むことができるよう新たに「虐待防止の視点を踏まえた

児童の育成支援」に関する研修を実施するほか、経験年数等のレベルに応じた講座を拡充

します。また、新型コロナウイルス感染症の影響も踏まえ、オンラインを活用した講座や、

ICTの推進を目的とした研修について回数を増やして実施します。

さらに、運営主体を対象とした「コンプライアンス」や「防災」に関する研修や、事業

の目的や役割、職員の配置基準など放課後児童育成事業に関する基礎研修を実施します。

実施回数：R3年度 51回、R4年度 59回（予定）

２ 主な見直しの取り組み状況
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（2）事務負担軽減に向けた支援

放課後児童支援員が行う育成支援の周辺業務に関する経費を対象とする加算を新設しました。

(育成支援の周辺業務を行う職員の業務を外部委託等により実施し、クラブの運営主体が委

託費等として支出する場合も、当該加算補助の対象)

補助額は１クラブあたり1,443,000円

【参考】育成支援の周辺業務を行う職員が行う業務

①業務の実施状況に関する日誌（児童の出欠席、職員の服務に関する状況等）の作成

②おやつの発注、購入等、

③遊びの環境と施設の安全点検、衛生管理（清掃や消毒等）、整理整頓

④会計事務等、

⑤児童の宿題等の学習活動が自主的に行える環境整備の補助

⑥その他、クラブの運営に関わる業務や育成支援の周辺業務
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（3）事務の見直し

４年度から国の考え方に沿った執行管理を行うとともに、補助金の様式改訂や事務フローを

見直し、分かりやすく簡便な補助制度となるよう改善しました。この見直しにより、実績報告

時に提出する資料を可能な限り減らしています。

また、児童クラブ事業では、補助金交付申請の方法を簡略化することで、繁忙期となる年度

末に事務作業が集中しないよう改善しました。

あわせて、電子メールでの書類の提出を認めることで、事務の電子化やペーパーレスにも

取り組んでいます。
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（4）「遊びの場」の充実

子どもたちに一層充実した体験・創作活動等を提供できるよう、地域で活動する皆

さまや民間事業者の方々等との連携を支援することにより、プログラムの内容の充実

に取り組みます。

また、各クラブが実践するプログラムを通信として発信することで、クラブが様々な

プログラムに積極的に取り組むことができるよう支援します。

【参考】事業所に紹介した民間事業者との連携プログラム

内容

サッカー教室

陸上教室

防災講座

多言語の自然習得活動、国際交流活動

絵本を読みながら歌や演奏を体験

トランプゲーム

ダンス

バランスボールで体あそび

英語教室

出張どうぶつえんスクール
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（5）「生活の場」の充実【キッズクラブ事業のみ】

コロナ禍によって働き方が多様化している中においても、「長期休業期間の朝の開所時

間を拡大」のニーズが高いため、土曜日を除くキッズクラブの開所日である学校休業日

（春季・夏季・冬季・学年末休業日、開港記念日、学校行事の振替休日）の開所時間を、

８時30分から８時に前倒ししました。

また、通常期と比較して預かり時間が長い７・８月については、安定的に運営を行うこ

とができるよう、利用料を月額500円増額しました。
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【参考】令和４年度 放課後キッズクラブの開所時間及び利用料金（変更点は下線）

 

 わくわく【区分１】 
すくすく【区分２】 

区分２Ａ：ゆうやけ 区分２Ｂ：ほしぞら 

開所 

時間 

平日 

放課後～原則午後４時ま

で※1（コロナや猛暑等の

状況下では利用制限） 

放課後～午後５時まで 放課後～午後７時まで 

土曜日 - 
午前８時 30分～午後

５時まで 

午前８時 30分～午後

７時まで 

土曜日を除く 

学校休業日 
（長期休業日等） 

２時間程度 

（時間はクラブが設定） 

午前８時～午後５時 

※2 

午前８時～午後７時 

※2 

利用料 

月額 
（７，８月を除く） 

無料 2,000円+おやつ代 5,000円+おやつ代 

月額 

（７，８月） 
無料 2,500円+おやつ代 5,500円+おやつ代 

一時利用/回 800円+おやつ代 
400円（午後５時以降

も利用する場合） 
- 

保険料/年 800円以下 

※１ プログラム実施時の特例あり。
※２ 令和４年度においては夏季休業以降実施。それまでは8時30分の開所
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見直しの内容の効果検証を行うことや、今後の取り組みの検討材料とするため、９月下旬から
10月中旬にかけて利用者及び運営主体に対してアンケートを実施します。

◆主なアンケート項目

① 利用状況
② 人材育成
③ 人材確保
④ 事務の効率化
⑤ 支援単位ごとの開所状況

（キッズクラブのみ）

⑥ 長期休業期間の朝の開所時間の前倒し

（児童クラブのみ）

⑦ 土曜日の開所状況

３ 今後の取り組み
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横浜市では「横浜市中期計画 2022～2025」の策定を進めており、「横浜市中期計画2022～
2025」（素案）を取りまとめ、 ８月末に横浜市ウェブページ等において公表をしています。

９月15日からパブリックコメントを行い、素案に対する皆さまのご意見をお伺いし、12月頃に
原案策定を予定しています。

「横浜市中期計画2022～2025」（素案）に掲載している放課後部会関連の事業については、次
のスライド13・14（赤枠部分）のとおりです。

４ 横浜市中期計画2022～2025（素案）



★ 政策の目標

☛保育・幼児教育の「質の確保・向上」、保育所等の整備による
「場の確保」、保育・幼児教育を担う保育者の採用や定着支援な
どの「人材の確保」に一体的に取り組むとともに、多様化する保
育・教育ニーズへの対応を図り、横浜の保育・幼児教育の基盤づ
くりが総合的に推進されています。

☛学齢期の留守家庭児童の居場所の確保と質の維持・向上を図り、
全ての子どもたちが豊かな放課後を過ごすことができています。

■ 政策指標

■ 関係するSDGsの取組

保育所等待機児童数

放課後キッズクラブ・放課後児童クラブにおける子どもが過ごす環境
や安全対策に関する満足度

直近の現状値 目標値
11人

（令和４年４月）
０人

（令和8年４月）

直近の現状値 目標値
68.6％※ 85％

・乳幼児期は生涯にわたる生きる力の基礎を培う時期であることから、全て
の保育・教育施設が質の高い乳幼児期の保育・教育を実践することが求め
られています。

・令和４年４月の保育所等利用申請者数は過去最多の73,538人となるなど、
保育ニーズは依然高い状態にあります。一方で、育児休業を取得される方
の増加や就学前児童数の減少などにより、年齢や地域によっては定員割れ
が発生しています。

・保育士の有効求人倍率は引き続き高い傾向にあり、今後も保育者の確保が
困難な状況が続くことが想定されます。

・高い専門性と意欲をもった人材の育成等による質の確保・向上、既存資源
の活用や保育所等の新規整備による場の確保、採用と定着の両面の支援に
よる人材の確保など、子どもの豊かな育ちを支え、保育を必要とする子ど
もが保育所等を利用できるよう、取組を推進していく必要があります。

・保護者の様々な働き方へ対応した多様な保育・幼児教育の場や、障害のあ
る子ども、医療的ケアが必要な子ども、外国籍あるいは外国につながりの
ある子どもなど、個別的な配慮を必要とする子どもに寄り添った支援が求
められています。

・小学生の放課後の居場所について、全ての子どもたちが安全で豊かに過ご
すことのできる場としていく必要があります。子どもたちが異年齢児等と
の関わりなどを通じて社会性を取得し、発達段階に応じた主体的な遊びや
生活ができる場としていくため、よりよい環境づくりや人材確保・育成等、
サービスの維持・向上が求められています。

■ 現状と課題

※放課後キッズクラブを利用している保護者を対象としたアンケートを基に算出

切
れ
目
な
く
力
強
い
子
育
て
支
援
～
乳
幼
児
期
・
学
齢
期
～

政策２

就学前児童数と保育所等利用申請率の推移（横浜市）

（人） （％）

保育士の有効求人倍率の比較

【出典】職業安定業務統計（厚生労働省）を基に
横浜市こども青少年局が作成

（倍）

【出典】令和４年４月１日現在の保育所等利用待機児童数について５（冊子27）
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◎ 主な施策

２ 保育・幼児教育の場の確保 主管局 こども青少年局

施
策
指
標

保育・教育施設・事業の利用者数

待機児童や保育の必要性が高い保留児童の解消に向けて、安定的な保育・幼児教育の場の確保に取り組みます。地域や保
留児童の状況等を分析し、ニーズが高い１・２歳児を中心とした保育所等での受入枠拡大や、幼稚園等での長時間の預かり
保育・２歳児受入れ推進など、既存の保育・教育資源を最大限活用した上で保育所等を整備します。

【直近の現状値】 【目標値】
①認可保育所・小規模保
育事業・横浜保育室等
79,819人
（令和４年４月１日）
②幼稚園 33,435人
（令和４年５月１日）

116,000人
（①令和８年４月１日
②令和８年５月１日）

３ 保育・幼児教育を担う人材の確保 主管局 こども青少年局
施
策
指
標

保育所等における保育士の充足率※の改善

保育所、幼稚園、認定こども園等における人材確保のため、「採用」と「定着」の両面から効果的な確保策を実施します。
「採用」では、保育士就職面接会や見学会の開催、幼稚園就職フェアへの補助等に加え、横浜で働く魅力のPR強化を図りま
す。「定着」では、離職防止のための相談対応や、住居に対する補助、処遇改善、コンサルタントの派遣等による保育者が
働きやすい職場環境の構築などを行います。

【直近の現状値】 【目標値】

70.7％
（令和４年４月１日）

78.0％
（令和８年４月１日）

４ 多様な保育・教育ニーズへの対応と充実 主管局 こども青少年局
施
策
指
標

①一時預かり事業の延べ利用者数
②医療的ケア児サポート保育園（仮称）の指定

保育所等での一時保育、乳幼児一時預かりや病児・病後児保育の充実など、保護者の様々な働き方への対応や、子育てに
対する不安感・負担感の軽減により、子どもの健やかな育ちを支えます。また、障害がある子どもや医療的ケアが必要な子
どもの特性や成長に合わせた支援の実施、外国籍あるいは外国につながる子どもと保護者が安心して保育・教育施設を利用
できるよう支援を充実するなど、多様な保育・教育ニーズへの対応を図ります。

【直近の現状値】 【目標値】

①1,906,981人/年
②仕組みの構築に
向けた検討

①2,102,324人/年
②36園

５ 放課後の居場所づくり 主管局 こども青少年局 施
策
指
標

職員向けの研修を実施した運営主体の割合
小学校施設を活用して「遊びの場」「生活の場」を提供する放課後キッズクラブ事業や、地域の理解と協力のもとに民間

施設等において留守家庭児童等に「生活の場」を提供する放課後児童クラブ事業を通じて、子どもたちの放課後の安全・安心
な居場所を確保するとともに、放課後児童健全育成事業所等の職員の育成や、子どもの育成支援に注力できる環境づくりに取
り組むことで、更なる質の向上を図ります。

【直近の現状値】 【目標値】

35.4% 100％

※ 本市の調査において、保育士が「充足している」または「一定の充足状況にある」と答えた園の割合。なお、保育士が一定の充足状況にないと回答した園でも、国及び市が定める配置基準は満たしています。

切れ目なく力強い子育て支援 ～乳幼児期・学齢期～ 政策２

１ 保育・幼児教育の質の確保・向上 主管局 こども青少年局 施
策
指
標

①「よこはま☆保育・教育宣言～乳幼児の心もちを
大切に～」に基づく保育・教育実践の公開事例数※

②「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を理
解・共有するための研修会等を小学校と合同で
行った園の割合

子どもの豊かな育ちを支えるため、保育・教育施設の職員を対象とした研修の充実による専門性の向上や、保育・教育の
方向性を示した「よこはま☆保育・教育宣言～乳幼児の心もちを大切に～」を活用した取組を推進します。また、幼児期の
保育・教育と小学校の円滑な接続に向けた取組を推進します。さらに、研修・研究の推進や相談機能の充実等の拠点となる
「保育・幼児教育センター（仮称）」の設置準備を進めます。

【直近の現状値】 【目標値】

①24件（累計）
②6％（令和２年度）

①214件（累計）
②50％

※ 研究発表会または報告書等で公表した事例

戦
略
１
・
政
策
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